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【抄録】 本研究では、大学生を対象にした調査を実施し、仮想評価法(自由回答方式)を用いて自殺死亡リス
クの低減に対する支払意思額を推定するとともに、自殺に関する態度の測定を行い、その関連を検討した。組み
入れ基準を満たした大学生106名分のデータを分析した結果、自殺死亡リスクを20%削減することに対する支
払意思額は、中央値で1000円(統計的生命の価値:2500万円)であった。支払意思額と自殺に関する態度の関
連を検討した結果(順序ロジスティック回帰分析)、「自殺の理解・予見不可能性」の低さとWTPの高さが有意
に関連していた。「自殺の正当化Jr自殺の援助不可能性」とWTPの聞に有意な関連は見られなかった。上記の
結果より、自殺リスクの低減に対する税金投入への理解を求めようと考えた場合、「自殺の理解・予見不可能性」
を低減するような知識を提供することで、その目的が達成される可能性は高くなると考えられた。
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I 問題・目的
2006年の自殺対策基本法の制定、 2007年の
自殺総合対策大綱の閣議決定以降、日本では自
殺予防に関する国家的取組が行われている。こ
うした取組を経て、自殺者数および自殺死亡率
は2009年以降漸減傾向にある。 1) 2015年に
は参議院で自殺総合対策の更なる推進を求める
決議がなされ、その中では対策の充実のための
必要かつ十分な予算措置の重要性が述べられ
た。 2) 自殺対策の多くが公的資金で行われて
いることを考慮すれば、その額の適切性の判断
は国民の民意によるところが大きいと考えられ
る。それでは、人々は自殺対策への資金の投入
額の適切性についてどのような意識を持ってい
るのであろうか。
わが国では自殺に限らず、多様な死亡リスク
の低減政策に対する金銭的支払についての意
識調査が行われているノー11) これらの調査は、
統計的生命の価値 (Valueof Statistic Life，以
下， VSL)を推計し、行政の適切性や効率性を
検討することを目的として行われている。 VSL
はある事象に起因する統計的死亡を回避するた
めの支払意思額 (Willingnessto Pay、以下、
WTP)を集計し、便宜的に1人の統計的死亡を
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回避するためのWTPを算出したものである。
具体的には特定のリスク削減幅に対するWTP
を、そのリスク削減幅で割ることによって求
められる。例えば、自らの自殺死亡リスクを
1/10万(リスク削減幅)小さくすることに対
して1，000円(WTP)の支払いをしても良いと
考えた場合、 VSLは1億円 (1，000円+1/10
万)となる。そして、ある施策により救命され
た人数とVSLを掛けた金額が実際にその施策
に投入された金額を上回っている場合、その行
政行為は民意にかなっていると考えることがで
きる。圏内で行われたVSLの推計は交通事故
死亡対策を中心としており、その額は数億円程
度であるノー7) 交通事故死亡を対象とした方
法論的に最も信頼性の高い調査では、 VSLは
2.26億円と推定されている。6) つまり、 1人
の統計的死亡を回避するために2億円程度の資
金を投入することが許容されているということ
である。
自殺という死亡形式を対象とした死亡リス
クの低減政策に対するVSLやWTPの検討は
筆者が知る限り 2件のみ存在する。11.12) 大学
生111名に対する自由回答方式の調査では 11)、
自殺死亡リスクを20%削減することに対する
WTPが、中央値で1000円(平均値:5267円、
最顔値:1000円)となっており、 VSLは2500
万円(平均値・最頻値 :1億3168万円)であっ
た。 20代以上の日本人956名に対する二段階
二肢選択方式の調査では12)、自殺死亡リスク
を25%削減することに対するWTPが、中央値
で1572円(95%信頼区間:1358"" 1836円)と
なっており、 VSLは3144万円 (95%信頼区間:
2716""3672万円)であった。これらのVSLは
上記した他の死亡形式(主に事故)よりもー桁
低い額となっており、自殺死亡リスク低減政策
への資金投入に対し人々はより慎重な姿勢を示
していることが示唆されている。
残念ながら、自殺死亡リスクの低減への
WTPやVSLを低める要因がどのようなものな
のかについての詳細は明らかになっていない。
先行研究1.12) では、自ら自殺念慮を有した経
験があること、既婚であること、年齢が高いこ
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とが支払意思額の高さと統計的に有意に関連し
ていることが示唆されている。年齢の高さや自
殺念慮は自殺の危険因子であるため、これらの
要因とWTPが正の関連を示めすことは妥当で
ある。しかし、年齢・婚姻状況・自殺念慮を有
した経験のみが自殺対策へのWTPを決定して
いるわけではない。
むしろ、自殺に対する態度(例:自殺は自己
の問題であり、他者が干渉すべきではない)が
自殺死亡リスクの低減へのWTPに大きな影響
を与えている可能性が高いと考えられる。12)
なぜならば、これまでに、自殺に関する態度が
自殺への支援行動や支援スキルと関連してい
ることが指摘されているからである。附 また、
自殺念慮や自殺関連行動の経験を有する者は自
殺をより容認するという傾向の存在は、 1980
年代から始まった自殺に関する態度研究によっ
て示された頑健な知見の一つである。14-16) こ
れらを踏まえると、自殺に関する特定の態度
と、自殺死亡リスクを低減しようとする態度の
現れであるWTPの聞には何らかの関連がある
ことが予想される。しかし、自殺に対する態度
と自殺死亡リスクの低減へのWTPの関連につ
いて検討した先行研究は存在せず、その関係は
明らかになっていない。
そこで本研究では、仮想評価法を用いた自殺
死亡リスクの低減に関するWTPの推定値と自
殺に関する態度との関連を検討することを目的
とした調査を行った。なお、調査対象としては
協力を得やすい大学生集団を選んだ。自殺死亡
リスクの低減へのWTPに影響を与える要因を
明らかにすれば、自殺死亡リスクの低減への予
算措置への理解を効果的に求めることが可能と
なり、政策を充実させることに寄与する可能性
がある。
E 方法
1 .調査手続き
2015年に著者が所属大学で行った自殺に関
する講義に出席していた大学生153名に対し質
問紙を配布・回収した。質問紙の配布に先だっ
て、自殺死亡という微小なリスクについて回答
者の理解を促すこと、自殺死亡リスクの低減の
実現可能性に関する具体的な見積もりを持てる
ようになることを目的として、自殺の頻度等の
現状に関する講義 (90分)と自殺対策の効果に
関する講義 (90分)を行った。自殺の頻度等の
現状は参考文献17)の「第1章 自殺の現状」を、
自殺対策の効果は「第7章 自殺対策」の内容
を用い、内容をパワーポイントを用いたスライ
ドで提示しながら講義を行った。調査時には、
調査への協力は任意であること、匿名性が保た
れた状態でデータが分析され結果が公表される
こと、調査に協力しないことにより不利益(単
位認定等への影響)が発生しないことを説明
した。
2.質問項目
自殺対策へのWTPの推定には、先行研究11.12)
と同様の方法である仮想評価法(Contingent 
Valuation Method、以下、 CVM)を用いた。
まず、自殺死亡リスクの低減政策の現状を説明
した上で、その内容と質の変更に関する仮想的
シナリオ(対策の強化による年間自殺率の20%
減少)を提示し、その上でWTPを直接質問し
た。仮想シナリオの内容は先行研究とほぼ同ー
としたが、 WTPの支払方法についてのみ変更
を行った。具体的には、先行研究で用いられた
寄付という方法ではなく、税金の追加支払いと
いう想定を用いた。これは、自殺対策の多くが
公的資金によって賄われていることを考慮した
ためである。
本研究におけるWTPの質問には自由回答方
式を用いた。 CVMによるWTPの質問方式に
ついては、二段階二肢選択法式という方法が推
奨される。18) しかし、この方法によるWTPの
推定にはサンプル数が多数 (n>400)必要とな
る。19) 自由回答方式では、無回答や金額のば
らつきが多くなるという欠点がある一方、少数
サンプルでも結果の推定が可能という利点が
ある。本研究では、二段階二肢選択法式による
分析が可能なサンプル数の確保が難しいと判
断し、自由回答方式を用いた。また、その欠点
を補いWTPの無回答および回答の極端なばら
つきを減らすため、調査に先だって自殺の現
状及び自殺予防の効果に関する講義を丁寧に
行った。
自殺に関する態度はQuestionnaireon 
Attitudes towards Suicide (以下、 ATTS)
日本語版37項目 20)を用いて測定した。回答
は「全くそう思わないJ(0点)から「全くそう
思うJ(4点)までの 5件法で答えるリッカー
ド尺度である。日本語版についての原論文で
は本尺度は、自殺の権利 (Rightto suicide) 
(項目 5，16， 29， 32， 34， 36)、自殺の一般性
(Commono∞urren偲)(項目14，15，17，28，31)、
脅しとしての自殺表明 (Suicidalexpression 
as mere threat) (項目12，33)、非正当行為
(Unius岨.edbehavior) (項目 2，3)、予防可能性
(P四，ventabilityI readiness ωhelp) (項目1，30，
37)、衝動性(lmpulsiveness)(項目4，10，22) 
の6因子構造をとるとされている。本尺度はス
ウェーデンで開発された後、バックトランスレー
ション等を経て作成された。ただし、因子の信頼
性 (Croncach's α= 0.34-0.75)は十分とは言
えず、その傾向は他の研究でも変わらないとい
う問題を有している。刊 しかしながら、現在
日本語で利用可能な自殺に関する態度を測定す
る尺度の中では、多様な自殺に関する態度を網
羅的に扱ったものと判断し、本調査ではこれを
用いた。分析に際しては原論文の因子構造が十
分に安定的でなく信頼性も低いため、本調査の
データで再度因子分析を行った後に利用するこ
ととした。
なお、自殺に関する態度を日本語で利用可
能な尺度を用いて測定しようと考えた場合、
ATTSの他に日本語版Attitudesto Suicide 
Prevention Scale (ASP-J) 22)を用いることも
考えられた。 ASP-Jは高い信頼性と構成概念
妥当性が確認されているが、自殺予防に対する
医療従事者の否定的態度の測定に焦点をあてて
おり、一部項目において医療従事者以外が回答
することが困難なものが存在する(例:自殺念
慮のある患者のために働くのは、報いのある仕
事だ(項目 4);臨床業務に関与しない人でも、
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自殺予防について判断を下すのはたやすい(項
目7).ATTSとASP-Jの利用には一長一短が
あるが、本調査の対象者である一般の大学生
にASP-Jの回答は困難と考えられたことから、
ATTSを用いた。
その他、 WTPの支払動機、性別、年齢、世
帯年収、身近な人の自殺関連行動(既遂自殺、
自殺企図、自殺念慮)の有無、自殺に関する経
験(自傷経験、自殺念慮、自殺の計画、自殺企
図)の有無について質問を行った。
3.対象者の組み入れ/除外基準
回収した調査結果の中から、①欠損値がな
く、②自殺の現状と自殺対策に関する講義の両
方に出席しており、③死亡リスクという考えに
慣れるための質問に正解しており、④自殺死t
リスクの低減に対するWTPを評価していない
回答を除いた全てを分析対象とした。自殺死亡
リスクの低減に対するWTPを評価していない
回答とは、 WTPの支払動機として、「自殺対策
の実施に関わらず、人の役に立つことにお金を
払うことはいいことだからJあるいは「自殺対
策を実施することは重要だが、税金の負担とい
う方法に反対だから」を選択したものである。
4.統計的分析
調査協力者の概要についての記述統計をまと
めた上で、 WTPについて平均値、中央値、最
頻値を算出した。本研究におけるWTPの代表
値には中央値を採用した。中央値は50%の調
査協力者が支払いに同意する額であり、政治的
な決定を行う際に最も重要な意味を持つと考え
られるからである。
次に、 WTPと自殺に関する態度との関係を
検討した。まず、 ATTS37項目に対して主因
子法による因子分析を行った。固有値の減衰状
況及び解釈可能性から 3因子構造が妥当であ
ると考えられた。再度3因子を仮定して主因子
法・Promax回転による因子分析を行い、どの
因子に対しても負荷量が絶対値で0.4未満ある
いは複数の因子に対する負荷量が絶対値で0.4
以上である項目を因子を十分に特徴づけてい
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ないという理由から除外した。再度主因子法
Promax回転による因子分析を行い、最終的に
3因子19項目を採用した。
次に、 ATTSの各国子に含まれる項目の平均
点(因子負荷量がマイナスの項目は逆転処理)
を独立変数に、 WTPを従属変数にした順序ロ
ジスティック回帰分析(強制投入法)を行っ
た。 WTPは従属変数とする際に連続変数とし
て分析せず、支払意思なし群 (WTP=O)、支
払意思低群 (0くWTPく2000)、支払意思高
群 (WTP孟2000)の3群に分け、ダミー変数
化して投入した。これはWTPの分布が、 0円、
1000円、 5000円を頂点とした3つの山を形成
しており、連続的に変化していると判断するこ
とが難しかったためである。支払意思低群と高
群を2000円で区切ったのは、 WTPがO円だっ
た者を除いた調査協力者の中央値の位置がこ
の値だったためである。また、分析の際に、デ
モグラフィック項目(性別、年齢、世帯年収)、
身近な人の自殺関連行動(既遂自殺、自殺企図、
自殺念慮)の有無、自殺に関する経験(自傷経
験、自殺念慮、自殺の計画、自殺企図)の有無
を変数(カテゴリカル変数はダミー化)として
投入し、その影響を除外した。これは、先行研
究において、年齢や自殺に関する経験がWTP
及び自殺に関する態度と関連することが示され
ており 1，21)、WTPと自殺に関する態度の関連
を検討する際の交絡要因になることが想定され
たためである。全ての分析にはSPSS19.0Jfor 
windowsを用い、検定の有意水準は5%(両側
検定)とした。
E 結果
1 .調査協力者の概要と各項目の記述統計量
153名に対し質問紙が配布され、 140部が回
収された(回収率:85.0%)。その内、組み入れ
基準を満たした者は106名分であった。除外さ
れた理由とその人数は、欠損値ありが6名、講
義の欠席が11名、死亡リスクの質問に不正解
が7名、不適切な支払動機が10名であった。
分析対象となった106名の平均年齢は19.6
歳(標準偏差:4.5)、男性は56名 (52.8%)で
あった。世帯年収の中央値は300万---400万円
であった (25%:200---300万円、 75%:400 
-500万円)。身近な人の自殺関連行動とし
て、既遂自殺を経験したことがある者は10名
(9.4%)、自殺企図は16名(15.1%)、自殺念慮
は24名 (22.6%)だ、った。自らの自殺関連行動
としては、自殺企図を経験したことがある者は
11名 (10.4%)、自殺の計画は19名 (17.9%)、
自殺念慮は43名 (40.6%)、自傷行為は18名
(17.0%)で、あった。
WTPの中央値は1000円 (25%:500円、
50% : 1000円、 75%: 5000円)、平均値は
3301円、最頻値は5000円であった。中央値
を元にVSLを算出すると、 2500万円(平均
値:8252万5千円、最頻値:1億2500万円)
となった。 WTPはO円、 1000円、 5000円を
頂点とした3つの山を形成しており、支払意
思なし群 (WTP=O)は14名、支払意思低
群 (0くWTPく2000)は43名、支払意思高群
(WTPと2000)は49名であった。
2.支払意思額と自殺に関する態度との関連
ATTSについて因子分析を行った結果が表l
である(累積寄与率:38.6%)。各因子に含ま
れる項目の内容から、第 l因子(項目:5， 16， 
17，18，20，29，31，32，34)は「自殺の正当化J
(例:自殺は、不治の病からのがれる手段とし
て受け入れられるべき)とした。第2因子(項
目:1， 4， 8， 11， 12， 27， 33)は「自殺の理解・
予見不可能性J(例:どうして自ら命を絶つこ
とができるのか、私には全く理解できない)と
した。第3因子(項目:6， 22， 26， 37)は「自殺
の援助不可能性J(例:その人が自殺すると決
めたのなら、他の人はそれを止めることはでき
ない)とした。であり、第1因子のクロンバッ
クのα係数は0.76、第2因子が0.73、第3因子
が0.62であった。
ATTSを独立変数、 WTPを従属変数とした
順序ロジスティック回帰分析の結果(表 2)、
「自殺の理解・予見不可能性」の低さとWTP
の高さは有意に関連していた(回帰係数
β=ー1.04，95%信頼区間一1.78一0.30，P= 
0.006)0 r自殺の正当化Jr自殺の援助不可能性」
とWTPの聞に有意な関連は見られなかった。
W 考察
自殺死亡リスクを20%低減する政策への
WTPは1000円、 VSLは2500万円であった。
WTPと自殺に関する態度の関連を分析した結
果、自殺を理解および予見不可能だと見なす態
度の低さと支払意思額の高さが関連していた。
自殺死亡リスクを元にしたVSLは同一の調査
票で大学生に対して行われた先行研究と同じ結
果であり 11)、本調査は一定の信頼性を有してい
ると考えられる。
以上の成果を踏まえると、自殺死亡リスクの
低減に対する税金投入への理解を求めようと考
えた場合、「自殺の理解・予見不可能性」を低
減するような知識を提供することで、その目的
が達成される可能性がある。自殺の生起やメカ
ニズムを完全に説明することは現時点では難し
いが、自殺の危険因子や生起メカニズムについ
ては多様な仮説があるため 17，23)、こうした知識
を供与することは可能である。自殺に関する特
定の知識の提供が自殺死亡リスクの低減への
WTPにどのような影響を与えるのかを検討す
れば、自殺に関する態度とWTPの聞の関連も
より明確になっていくと考えられる。
以下、自殺死亡リスクの低減へのWTPと自
殺に関する態度の関連についてより詳細な考察
を進める。
1 ， 自殺死亡リスクの低減への支払意思額と
自殺に関する態度の関係
自殺死亡リスクの低減へのWTPと明確な関
連が見られたのは、「自殺の理解・予見不可能
性」のみであった。自殺死亡リスクの低減に対
する税金投入を拒否する傾向は、自殺を理解不
能で予見不可能なものだと見なす態度の強さと
関係している。自殺が理解不能で予見できない
ものであれば、対策をしても無駄に終わる可能
性が高いと考えられるため、この二つの変数の
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表1 自殺に関する態度尺度の因子分析の結果
E 直
1 自殺の正当化 (M=1.9，SD=α58，α=α76) 
20 もし私が重い不治の病に苦しんだならば、白ら命を絶つことを考えるかもし 0.69 0.13 0.12 れない。
05 自殺は、不治の病からのがれる手段として受け入れられるべきだ。 0.63 0.30 0ー.14
32 私は、重い不治の病に苦しむ人たちが、自ら命を絶つことを理解できる。 0.60 0.01 0.09 
31 誰もが、自殺する可能性がある。 0.60 0ー.05 0.27 
34 人には、自ら命を絶つ権利がある。 0.58 0.01 0.19 
16 自殺が唯一の解決策である状況もある。 0.57 0.01 -0.09 
18 自殺で、周囲の人々の気が楽になることがある。 0.55 0.04 0.14 
29 重い不治の病で苦しみ、死にたいと明らかに望んでいる人は、死ぬための手
0.55 0.19 0.18 助けを受けるべきだ。
17 私は、実際にそう患っていなくても、自ら命を絶つと口にするかもしれない。 0.45 0ー.25 0.17 
II:自殺の理解・予見不可能性 (M=2.14，SD=α66， (1=α73) 
27 どうして自ら命を絶つことができるのか、私には全く理解できない。 -0.20 0.68 0.13 
12 自殺するとおどす人が実際にそうすることはめったにない。 -0.03 0.66 0.07 
11 自殺しようと思っているかどうかをきくと、相手に自殺の考えを引き起こし 0ー.03 0.63 0ー.09てしまう危険性がある。
01 人は、自殺を考えている人を、いつでも助けることができる。 0ー.30 0.54 0ー.02
08 自殺する人の多くには、精神の病がある。 0.22 0.50 0ー.20
04 ほとんどの自殺をしようとする試みは、衝動的な行為だ。 0ー.15 0.47 0.37 
33 自殺について語る人は自殺しない。 0ー.08 0.45 0.24 
il:自殺の援助不可能性 (M=1.19， SD=α62， (1=α62) 
26 自殺は、本当は助けを求めている行為だ。* 0.19 0.10 0ー.68
06 その人が自殺すると決めたのなら、他の人はそれを止めることはできない。 0.36 0.06 0.60 
37 自殺は防ぐことができる。* 0.07 0.36 -0.59 
22 自殺は予兆なしに起こる。 0.02 0.34 0.55 
キ逆転処理をした項目 E E 
-0.01 0ー.07
E 0.08 
E 
表2.自殺に関する態度と自殺対策への支払意思額の関係
独立変数
95%信頼区間
β 下限 上限 Wald P 
自殺の正当化 0.34 0ー.93 0.25 1.26 0.262 
自殺の理解・予見不可能性 -1.04 -1.78 -0.30 7.49 0.006 
自殺の援助不可能性 0.15 0ー.77 0.47 0.23 0.634 
※太字はP<0.05
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関連は妥当なものだと思われる。
一方で、「自殺の正当化」と「自殺の援助不
可能性Jについては明確な結果が得られたとは
言い難い。自殺を正当で理由あるものだと考え
れば、だからこそ対策をすることが重要だとい
う方向にも考えることができるし、正当なもの
だからこそ防ぐ必要はないと考えることもで
きる。そのため、自殺の正当化に関する態度と
WTPの聞には関係が見られなかったのかもし
れない。
また、「自殺の援助不可能性」についても
WTPとの関連が見られなかった。自殺を援助
が不可能だと見なす態度が強ければWTPは低
くなることが想定されるが、本調査ではそのよ
うな傾向は見られなかった。この結果には、調
査を実施する前に行った自殺予防の効果に関す
る講義が影響していた可能性がある。「自殺の
援助不可能性」は「自殺の理解・予見不可能性」
や「自殺の正当化」と異なり、直接的に講義の
内容で扱った内容である。その影響か、「自殺
の援助不可能性Jの因子の平均点は低い傾向に
ある。つまり、本研究の調査協力者は自殺を援
助可能だ、とd思っている傾向が強く、またこの得
点の標準偏差も小さい傾向にある。調査に先
立った講義は、自殺死亡リスクの低減の実現可
能性に関する具体的な見積もりを持ち無回答を
減らすことを目的として行ったが、その講義内
容が結果に影響を与えている可能性は否定でき
ない。
本研究では、上述のような自殺に関する態度
と自殺死亡リスクの低減へのWTPの関連につ
いての一定の示唆が得られた。しかし、自殺に
関する態度はより広範な内容を含むことが予想
されるため、追加の検討が求められる。実際、
本調査におけるATTSの因子分析の結果得ら
れた因子 (r自殺の正当化Jr自殺の理解・予見
不可能性Jr自殺の援助不可能性J)は、先行研
究20)に比べると、内的一貫性は高い値を示し
ているものの、因子内容の多様性に乏しい。よ
り広範な内容を含む妥当性・信頼性の確立され
た自殺に関する態度を測定するための尺度が開
発された場合、本研究で扱うことのできなかっ
た種類の態度とWTPの聞に関連が見られる可
能性は残っている。また、自殺を含む死全般に
対する態度との関連の方がより強い関係を見せ
る可能性も考えられる。
2.本研究の限界
本研究には以下の4点の問題がある。第 1
に、本研究の対象は自殺に関する授業を受講し
ていた大学生のみであり、結果の一般化可能性
は限定されたものである。より広範なサンプル
を対象とした追加調査の実施が望まれる。第2
に、 WTPに関する質問方法の問題が挙げられ
る。本調査では想定される調査協力者数の問題
から、自由回答方式によってWTPを質問した
が、これにより欠損値や極端な回答が増加した
可能性がある。今後は、より望ましい方法であ
るこ段階二肢選択方式による調査を行う必要
がある。第3に、 ATTSの妥当性および信頼性
の問題がある。本研究では自殺に関する態度を
測定するために、現時点で日本語で利用可能な
もっとも広範な内容を含む尺度であるATTS
を利用した。日本語版を作成した論文20)の算
出した因子の内的一貫性が十分でないことか
ら、再度本研究でも因子分析を行ったが、原論
文と類似した因子が得られたとは言い難い。ま
た、内的一貫性の値も十分に高いと言うことは
できないものであった。本研究では自殺に関
する態度がWTPと関連していることが示唆さ
れたが、この傾向をより詳細に検討するために
は、妥当性・信頼性の整った自殺に関する態度
を測定するための日本語版尺度の作成が必要だ
と考えられる。
3.まとめと今後の展望
以上のようないくつかの限界は有するもの
の、本研究は、 CVMを用いた自殺死亡リスク
の低減へのWTPと自殺に関する態度との関連
を初めて検討した点で大きな意義がある。今後
は、縦断調査や実験的な介入の実施をすること
により、より詳細に自殺死亡リスクの低減への
WTP/VSLを低める要因について明らかにす
ることが可能となる。なぜならば、本研究では
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自殺死亡リスクの低減へのWTPと自殺に関す
る態度との関連が示唆されたが、この関連は因
果関係を示したものではないからである。つま
り、特定の自殺に関する態度(例:自殺は予見
不可能)を有することが原因で自殺死亡リスク
の低減に税金を投入することに反対するよう
になるのか、あるいはそもそも税金を投入した
くないがためにそれを合理化するような特定の
自殺に関する態度を強めるのか、そのどちらな
のか因果関係の方向性が明らかになっていない
ということである。この点を検討するためには
縦断調査や実験的な介入を行うことが必要とな
る。 WTPと自殺に関する態度の因果の方向性
をより詳細に明らかにすることは、自殺死亡リ
スクの低減への資金投入へ理解を求める方法を
明確化していくことにつながると考えられる。
一方で、自殺対策全体の評価をCVMを用い
たWTPの推定およびVSLの算出によって行う
ことには問題があるため、その他の方法でこれ
を行えるようにしていくことも重要である。本
研究は、調査協力者自身の自殺による死亡リス
クの低減に対するWTPを質問しているが、そ
れとは異なり、実際の日本における自殺対策は
自殺対策への理解求めるための普及啓発事業を
その柱のーっとしている。本研究で示したよう
に「自殺の理解・予見不可能d性Jを低減する知
識の提供がWTPの上昇につながるとすれば、
普及啓発をすればVSLが高まるため、その事
業自体が民意にかなったものと評価される可能
性が高まってしまう。また、 WTPの推定のた
めのCVMは調査対象者自身の自殺リスクの減
少等の比較的認知しやすい問題を扱うことは
可能であるものの、自殺対策の持つ複合的波及
効果(例:自殺対策のために精神科医療の充実
を図れば、自殺とは関係のない精神障害患者の
QOLが上がる;飛び降り自殺対策のためにフェ
ンスを設けることにより、景観が損なわれ観光
客が減る)を評価することは難しい。以上の理
由から、自殺対策全体を評価するためには、よ
り多様な観点から自殺対策を評価する方法を開
発することが必要となると考えられる。
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2016年4月11日受理
The relationship between willingness to pay for reducing the risk of death 
by suicide and attitudes toward suicide among university students in Japan 
Abstract 
This study examines the relationship between willingness to pay (WTP) for suicide 
countermeasures and attitude toward suicide. For this purpose， a cont也gentvaluation survey was 
conducted among 106 Japanese university students in Tokyo， Japan. The results showed that the 
median WTP for reducing the risk of death by suicide by 20% was JPY 1，000 (value of statisticallife = 
JPY 25 million). An ordered logistic regression analysis revealed that WTP was negatively associated 
with the score of“incomprehensibility and unpredictability of suicide." Other attitudes did not show 
any associations with WTP. This implies that reducing “incomprehensibility and unpredictability of 
suicide" may be effective in increasing the WTP for reducing the risk of death by suicide. 
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